






















































































































































































































































































外教師教育，国際交流協定を支援する委員会である。ここに CRICED や JICA
等のプログラムやプロジェクトへの協力，諸外国からの授業参観や諸外国から
の依頼で行う教科指導等に対する協力も含まれる。各附属学校の主な取組みに
関しては表２を参照してもらいたい。極めて多様な国際交流がそれぞれの附属
で行われており，それらの交流事業は，多くの場合，自己負担，外部資金や教
育長裁量経費の補助によってなされている。国際教育研究拠点としての事業に
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するためには，今後，より安定的な財政基盤を作ることが課題となる。
②オリンピック教育
国際平和教育としての「オリンピック教育」を推進するために，オリンピッ
ク教育プラットフォームを平成22（2010）年11月に体育専門学群と附属学校教育
局との連携によって立ち上げた。現在，オリンピアンの講演や大学教員による
出前授業，オリンピックの副読本の編集等を推進している。IOCとの連携も確
立しており，附属学校でのさまざまな取組みが筑波大学のホームページから広
表２．平成22年度附属学校国際交流（筑波大学附属学校教育局データ集より）
く世界に発信することができるよう取組んでいる。
５．おわりに
筑波大学とその附属学校の連携・接続は，極めて積極的に取組まれている。高
大の「接続」を措けば，むしろそうした連携は常態であるといってよいだろう。
現在取りまとめている「平成22年度　筑波大学附属学校教育局データ集」には，
こうした11校の附属学校が取組んでいる連携・接続に関する情報や，その他のさ
まざまなデータを収集して掲載する予定である。今後，大学と附属学校の連携と
接続，あるいは附属学校が関わるさまざまな取組みがそのデータ集の活用によっ
て活発化することを望んでいる。
しかし，より重要な点は，大学と附属学校が協働して，日本の教育を先導する
創意工夫と進取性に富んだ教育プログラムを開発し，発信し続けていく能力を練
磨することであろう。高等師範学校や東京教育大学によって築き上げられた教育
的デポジトリーを引き継ぐ筑波大学と附属学校は，日本の学校教育を先導する拠
点になるという強い自覚を持つことが重要である。世界に広く眼を開き，筑波大
学と全ての附属学校が総力を挙げて，わが国の将来に関わる様々な教育問題を予
測し，そうした問題に先駆けて取り組み，単なる模倣ではなく現実に即した固有
の解決法を提示し続けることが大切だと思う。繰り返すが，筑波大学は，11に及
ぶ異なる学校種の附属学校を擁している，おそらく日本のみならず世界における
唯一の大学である，ということの責任の重みを想起すべきだと思うのである。
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